
目
標
値

1.前年度の実績に基づき設定
2.長野県総合５か年計画の関連目標に基づき設定
3.前年度までの実績及び事業者ヒアリングに基づき設定

設
定
理
由

成
果
指
標

1.ジョブカフェ信州における若年者に対する就業支援の成果を測るための指標
2.学生に対する県の支援施策の効果を図るための指標
3.子育て期等の女性に対する就業支援の成果を測るための指標

13.6職員数（人） 16.6 16.6
5

 決　算　額（B） 325,943

390,305

4

↗ 300 300
予算案

うち一般財源 197,852

2 県内出身学生のＵターン就職率 ％ 33.8 ↗ 38.4

124,331
要求

3
はたらく女性応援プロジェクト事業
参加女性の就職者数

人 226 ↗ 278

↗ 40.0 45

予算案

472,352

1
ジョブカフェ信州利用者の就職者
数

人 656 ↘ 626 ↗ 1,471 1,500

R４年度
目標値

予
算
額

前年度繰越 0 0

当初予算

合計（A) 489,466 947,622
要求 472,352

【共生社会づくり】
・セミナーや企業への個別相談支援、助成金の交付により、障がい者の就労と企業の障がい者雇用を促進。
・企業の外国人材受入れや外国人留学生の県内就職支援により、外国人材の就業を促進。

指標の状況及び目標値　[ ↗ ：改善 、↘ ：悪化 、→ ：変化なし、―：数値なし ］

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区分（単位：千円） R２年度 R３年度 R４年度

No 成果指標

261,085 947,622
要求

単
位

R１年度
推
移

R２年度
推
移

R３年度
（見込）

予算案

補正予算 228,381 0

２　令和４年度事業内容

予算のポイント
・

主な取組
（予定）

✔　ジョブカフェ信州における支援
・キャリアコンサルティングの手法を活用した就職支援サービスの提供
・首都圏の学生等を対象とした就職相談窓口を運営

✔　NAGANOで働く魅力の発信
・県内企業のインターンシップ情報等を聞くことができるインターンシップフェアやオンライン
企業説明会等、Uターン就活に役立つイベントを現場とオンライン双方で開催
・県内企業のインターンシップに参加する学生に対して、交通費・宿泊費を補助

✔　労働移動の促進
・研修プログラムによる求職者の能力向上と、人材不足事業者等への紹介予定派遣による職場実習を実施

これまでの
取組

・若年者の職業的な自立を促し、安定した雇用に結びつけるため、学生を含め40歳代前半までの方を対象にキャリアコンサルティング、セ
ミナーの開催等の就職支援サービスを提供。
・学生のUターン就職を促進するため、オンラインでのインターンシップフェアの開催やインターンシップ参加経費を補助するとともに、社会
人のUIJターンを促進するためのオンラインイベント等を実施。
・子育て期の女性等を対象に、子育て支援センター等の身近な場所での就業相談から就業までのワンストップ支援や職場定着支援、就
業継続のための企業向けセミナーを開催。
・新型コロナウイルス感染症の影響による失業者の就業を支援するため、人材紹介会社と連携し、新型コロナウイルス感染症の影響による
失業者と人手不足の事業者とのマッチング等の伴走型支援を実施。

令和３年度
の点検結果

・
現状分析

課　　　　題 今後の方向性

・ウィズコロナ時代に対応した学生のUターン就職支援施策を実施し
た結果、Uターン就職率は38.4％と前年比4.6％増となったものの、
目標である45％には届かない状況。

・新型コロナウイルス感染症等の影響による失業者のマッチング支援
により、失業者の就業にはつながっているが、基礎的な技能の不足
により就業が決まらない方が一定程度存在。

・より多くの学生が参加し、就活の早期段階から企業とつながりを
持ってもらえるよう、夏季のインターンシップフェアを現場とオンライン
双方で開催し、県内へのUターンを一層促進する。

・企業に対してウィズコロナ時代の採用活動に関するセミナー等を実
施することで、採用力を強化し、Uターンしたくなる企業を増やす。

・採用されやすい人材となるための研修及び、正社員の雇用を希望
する企業へのトライアル就労を組み合わせた支援により、失業者等
の正社員就業を後押しし、長期的失業者の減少と人材不足の解消
を図る。

目指す姿
労働力人口が減少する社会において、若年者、女性、障がい者、高齢者、外国人等の就業希望の実現に向けた支援により、県内の就業
者数を維持し、産業を担う人材の確保を図る。

総合的に展開
する重点政策

2-6 郷学郷就の産業人材育成・確保 5-2 女性が輝く社会づくり

総　合　５　か　年　計　画（　し　あ　わ　せ　信　州　創　造　プ　ラ　ン　2.0　）

８つの
重点目標

③人口の社会増を実現 ⑥様々な人の労働参加を全国トップに

～ E-mail rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

ＤＸ、ゼロカーボン、
共生社会づくり、
学びの県づくり
に資する取組

事　業　名 雇用促進のための対策事業費
部局 産業労働部 課・室 労働雇用課

実施期間 H10

事業番号

１　現状と課題

07 07 02 事業改善シート （令和４年度実施事業分） ■当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　□点検

オンライン就活イベントの様子



07 07 02

11 シニア就業支援事業

直接

・職に就いていない高年齢者の掘起し及び関係機関との連携による就業促進

8
障がい者職場実習支援事業
費

直接

・特別支援学校等の生徒を職場実習で受け入れた事業所へ助成

9 障がい者雇用支援事業費

委託 ・企業向けに、障がい者雇用セミナー、企業見学会の開催及び障がい者雇用のため
の個別相談支援を実施
・障がい者を雇用をしていない企業が、新たに障がい者を雇用した場合に助成金を交
付

補助金

10
シルバー人材センター支援
事業費

補助金
・高年齢者の多様な就業機会を確保するため、長野県シルバー人材センター連合会
が実施する各種事業や会員の獲得を支援

5
奨学金返還支援制度導入企
業サポート事業

直接
・従業員への奨学金返還支援制度を設ける県内企業に対し、負担額の一部を助成
　（R4年度は周知・広報のみ。助成開始はR5年度から。）

6
はたらく女性応援プロジェクト
事業費

委託 ・子育て中の女性等に対する就業相談、セミナー、インターンシップ等による再就職支
援
・県内企業の従業員を対象とした就業継続支援

7
就職困難者のための就職サ
ポート事業費

直接 ・地域振興局（５局）に求人開拓員を配置し、障がい者、子育て期の女性、ひとり親家
庭の父母等、中国帰国者、ひきこもり状態にある者等の就業を求人開拓、職業紹介、
就職後の定着まで一貫して支援
・職業紹介システムの保守業務委託
・障がい者雇用優良事業所等知事表彰事業を障がい者雇用フォーラムとして実施

委託

直接 ・県内企業へのインターンシップに参加する学生の交通費等を補助（NAGANOイン
ターンシップ補助金）
・オンラインと会場でインターンシップフェアを開催し、学生の負担（時間と経費）を軽減
するとともに、職場いきいきアドバンスカンパニーの参加枠を設け、働きやすい職場をＰ
Ｒ
・シューカツＮＡＧＡＮＯ応援隊と学生とのセミナーを開催
・オンライン企業説明会を開催

委託

補助金

3
社会人を対象としたUIJターン
促進事業費

委託
・東京で首都圏在住社会人に対し、県内企業の求人情報を提供し、長野県内企業等
への転職を検討してもらうための説明会を開催

4
ライフスタイルPRを通じた信
州回帰推進事業

委託 ・長野県移住総合Webメディア「SuuHaa（スーハー）」を中心に長野県で「暮らす」「働
く」「つながる」といったライフ・ワークスタイルに関するウェブ用記事コンテンツ制作及び
関連情報の発信を行う

Ｒ４年度
当初予算

千円 千円 千円

2
NAGANOで働く魅力発信事
業費

委託

予算案

細事業
No.

細事業名
Ｒ２年度

当初予算
Ｒ３年度

当初予算

直接

1 ジョブカフェ信州運営事業費

事業番号 事業改善シート （令和４年度実施事業分） ■当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　□点検

事　業　名 雇用促進のための対策事業費 部局 産業労働部 課・室 労働雇用課

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和４年度　実施内容（予定）

1 雇用促進のための対策事業費
261,085 947,622

要求 472,352

・キャリアコンサルティング、セミナーの実施
・ミニジョブカフェ、出前講座等出張サービスの実施
・若年者就労実体験（ジョブチャレ）の実施
・移住・交流センター（銀座ＮＡＧＡＮＯ）内において、学生等を対象とした就職活動相
談窓口を設置・運営



14
ＵＩＪターン就業・創業移住支
援事業費

委託
・東京圏、愛知県及び大阪府から県内へ移住した者が、創業した場合又は県内の企
業等へ就業し、一定の条件を満たした場合、移住に要する経費を助成

補助金

12
プロ人材就業補助金交付事
業費

直接
・県内企業等が、県外から専門的な能力や経験を有する人材を、プロ人材戦略拠点及
び民間人材ビジネス事業者の仲介により受け入れた場合に、給与費の一部を助成

補助金

13 外国人の就業促進事業費

直接 ・外国人材受入れ企業向けの相談窓口の運営
・企業向けセミナーを開催、留学生向けの在留資格に関する指導等を実施
・外国人留学生の県内就職支援

委託

負担金

15 労働移動促進事業費

委託
・研修プログラムによる求職者の能力向上と、人材不足事業者等への紹介予定派遣に
よる職場実習を実施


